
【各部局への依頼】
　事業者や県民のみなさまへのサイバーセキュリティ対策の徹底を周知

１ 外郭団体や、関係する団体等を通じた事業者への注意喚起

・国家サイバー統括室からの注意喚起について、所管する外郭団体や、関係する団体等を通じて
 県内事業者に広く周知してください。

２ 県民への周知

・県民に対し、県ホームページや公式ＳＮＳ等で、情報漏えいの二次被害を防ぐ対応を周知します。
 各部局が持つ県民（個人、家庭等）へのチャネルを使った情報発信をお願いします。

（参考）事業者から対応等に関する相談があった場合の窓口

区分 相談先 備考

情報セキュリ
ティに関する
一般的な相談

独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）
企業組織向けサイバーセキュリティ相談窓口
https://www.ipa.go.jp/security/support/soudan.html

中小企業などにおける、情報セキュリティ対
策ガイドラインや各種支援ツール・支援施策
などを御案内します。

不正アクセス等
の被害を受けた
場合

初動対応に関する相談として、応急措置案の
助言、専門業者や報告先等の紹介をします。

警察庁ＨＰサイバー事案に関する通報(電子申請)
 https://www.npa.go.jp/bureau/cyber/soudan.html
緊急の場合は最寄りの警察署

都道府県警察に対し、サイバー事案に関する
通報を行うもの。被害に遭った具体的な事実
の通知を伴う場合に御利用ください。

被害を受けた可
能性がある場合 警察相談専用電話（♯９１１０） 被害を受けた可能性がある場合や、警察へ相

談したい場合に御利用ください。


